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======================================== 
 
徳山ダムおよび木曽川水系水資源開発基本計画に関する質問主意書 
 
政府は、本年六月十五日に木曽川水系水資源開発基本計画を閣議決定した。水資源開発基本計画（以

下「フルプラン」という。）とは、木曽川水系等の指定水系における水需給計画を定めるもので、各ダ

ム計画に対して利水面での上位計画に当たる。 
閣議決定以前の木曽川水系フルプランは、二〇〇〇年を目標年次としており、木曽川水系においては、

本年六月の閣議決定までフルプランが存在しない状態であった。よって、本来ならば新しい木曽川水系

フルプランが策定されるまで、木曽川水系における利水目的のダム建設は中断されるべきであった。に

もかかわらず、木曽川水系において徳山ダムの建設が強行されてきたことは、誠に遺憾といわざるを得

ない。 
ついては以下の事項について質問する。 
質問 
一 新しい木曽川水系フルプランの水需要予測について 

１ 水需要予測を策定する際、過去の水需要実績を重視すると聞く。そこで、過去十年間の木曽

川流域の都市用水需要を見ると、漸減若しくは横這いの傾向が続いている。ところが、新しい

木曽川水系フルプランを見ると、都市用水需要が増加傾向に転じるとされている。なぜ、漸減

若しくは横這い傾向の都市用水需要の実績があるにもかかわらず、増加傾向に転じると予測し

ているのか。 
２ 実績と乖離した予測値になっているのは、予測を策定する際、一人当たり家庭用水、工業出

荷額、工業用水の補給水原単位、水道用水の負荷率（平均／最大）、利用量率（給水量／取水

量）などに、実績と異なるデータを用いているためと思われるが、過去十年間の木曽川水系流

域の各県における、一人当たり家庭用水、工業出荷額、工業用水の補給水原単位、工場の水道

用水の負荷率（平均／最大）、利用量率（給水量／取水量）について、実績値と予測値の実状

を踏まえ政府のご認識を明らかにされたい。 
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答弁 
一について 

「木曽川水系における水資源開発基本計画」（平成十六年六月十五日閣議決定。以下「現行基

本計画」という。）における都市用水（水道用水と工業用水とを合わせたものをいう。以下同じ。）

の需要の見通しについては、平成十二年度の需要実績に比べて増加するものとなっているが、過

去の都市用水の需要実績や現行基本計画を策定する時点の経済社会情勢等を踏まえて適切に設定

したものである。なお、平成三年度から平成十二年度までの過去十年間の木曽川水系における都

市用水の需要実績を見ると、わずかに減少した年があるものの、全体としては微増傾向を示して

いる。 
また、現行基本計画における都市用水の需要の見通しの設定の際に用いた家庭用水原単位、水

道用水の負荷率及び利用量率、工業出荷額並びに工業用水補給水量原単位について、平成三年度

から平成十二年度までの過去十年間の実績値及び目標年度である平成二十七年度における想定値

を各県別にお示しすると、別表のとおりである。 
 
質問 
二 新しい木曽川水系フルプランの水需要予測が実績と乖離していることは、これまで指摘したと

おりである。ところが、以前の木曽川水系フルプランと比較すれば、需要予測が下方修正され

ており、著しい過大予測については、多少の改善がなされている。新しい木曽川水系フルプラ

ンと、以前の木曽川水系フルプランの水需要予測並びに水資源開発公団による徳山ダム事業認

定申請時の水需要予測にこのような乖離が生じた理由について、政府のご認識を伺いたい。 
答弁 
二について 

水資源開発促進法（昭和三十六年法律第二百十七号）第四条第一項の水資源開発基本計画にお

ける水需要の見通しは、おおむね過去十年間における水需要の実績や同計画を策定する時点の経

済社会情勢等を踏まえて設定している。「木曽川水系における水資源開発基本計画」（平成五年三

月二十六日閣議決定。以下「前基本計画」という。）における水需要の見通しについても、このよ

うな考え方に基づき適切に設定したものと考えているが、前基本計画の策定後、景気の低迷、人

口動態の変化等の理由により、現行基本計画における水需要の見通しとの間に差異が生じている

ものと考えている。 
また、旧水資源開発公団が、平成十年六月に、土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）

の規定に基づき徳山ダムに係る事業認定申請を行った際の水需要の見通しについても、右と同様

の考え方に基づき適切に行われたものと理解しているが、その後、右と同様の理由により、現行

基本計画における水需要の見通しとの間に差異が生じているものと考えている。 
 

質問 
三 新しい木曽川水系フルプランの水需給について 

１ 新しい木曽川水系フルプランの水需給計画によると、二〇一五年において水道及び工業用水

道を合わせて、徳山ダムの開発水量（六・六立方メートル／秒）を除いても、流域全体で約三

十八立方メートル／秒の余剰が生じる。よって、徳山ダムは水需給計画上、全く不要といえる

が、政府のご見解を伺いたい。 
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２ 工業用水道も合わせた水需給を見ると、二十年に二回の渇水年において、徳山ダムの開発水

量（約四立方メートル／秒）を除いても、流域全体では約四立方メートル／秒の余剰が生じる。

よって、工業用水道から水道への水利権転用を進めるとともに、各県間において余剰水源の融

通を図れば、二十年に二回の渇水年においても、徳山ダムは不要であるが、政府のご見解を伺

いたい。 
答弁 
三の１及び２について 

徳山ダム等が計画された当時と比較して、近年では、多雨年と少雨年における降水量の較差が

次第に増加するとともに、少雨年の降水量がより減少してきているなどの要因により、河川流況

が変化している。このような状況を踏まえ、現行基本計画における水の供給の目標は、計画当時

の河川流況のみならず、近年の二十年に二番目の渇水年の河川流況を基にしても安定的な水の供

給が可能となるよう設定しており、これを基にして都市用水の需給想定を地域別に検討したとこ

ろ、すべての地域における都市用水の需給をおおむね安定させるためには、徳山ダムからの水の

供給が不可欠であり、徳山ダムは必要であると認識している。 
なお、徳山ダムは、都市用水の供給のほかに、揖斐川における洪水調節及び流水の正常な機能

の維持等の目的を有していることからも必要であると考えている。 
 

質問 
３ 新しい木曽川水系フルプランによれば、各県間において余剰水源の融通を図ることが出来な

い場合、岐阜県は、徳山ダムを建設しても二十年に二回の渇水年において水道の水需給がマイ

ナスとなる。よって、徳山ダムの有無にかかわらず、岐阜県は他県から余剰水源を融通しても

らう必要があると思われるが、政府のご見解を伺いたい。 
答弁 
三の３について 

現行基本計画によれば、岐阜県の都市用水の需給は、近年の二十年に二番目の渇水年の河川流

況を基にした場合においても、徳山ダムからの水の供給によって、おおむね安定するものと見込

まれる。なお、お尋ねの岐阜県と他県との間の水の融通については、水資源の有効活用を図る観

点から、地域の実情に応じ、関係県において検討されることが重要であると考えている。 
 

質問 
四 河川法からの逸脱行為及び揖斐川の治水計画について 

１ 河川法によると、河川整備基本方針及び河川整備計画によって、治水面におけるダムの必要

性と規模を定めることと定められている。木曽川水系においては、これらはまだ策定されてい

ない。ところが、新しい木曽川水系フルプラン策定に合わせて、揖斐川の治水計画を実質上策

定し、治水面での徳山ダムの必要性と規模を定めてしまった。これは、国土交通省による河川

法の定める手続きを逸脱する行為であると思われるが、政府のご認識を伺いたい。 
答弁 

四の１について 
河川法の一部を改正する法律（平成九年法律第六十九号。以下「平成九年改正法」という。）

附則第二条の規定により、平成九年改正法の施行の際現に平成九年改正法による改正前の河川法
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（昭和三十九年法律第百六十七号）第十六条第一項の規定に基づいて定められている木曽川水系

工事実施基本計画は、平成九年改正法による改正後の河川法第十六条第一項の規定に基づき木曽

川水系について定められた河川整備基本方針及び平成九年改正法による改正後の河川法第十六条

の二第一項の規定に基づき木曽川水系に係る河川の区間について定められた河川整備計画とみな

すこととされている。 
なお、本年七月に、独立行政法人水資源機構が行った独立行政法人水資源機構法（平成十四年

法律第百八十二号）第十三条の規定に基づく徳山ダム建設事業に関する事業実施計画の変更は、

木曽川水系工事実施基本計画の変更を必要とするようなものではない。 
 

質問 
２ 最近の最も大きな洪水であった二〇〇二年七月洪水において、徳山ダム及び横山ダムの上流

域の雨量を根尾川流域と比べると、前者の雨量は半分程度であり、揖斐川・万石地点の洪水ピ

ーク流量は、根尾川流域からの流入が大半を形成していた。そのため、二〇〇二年七月洪水の

際に徳山ダムが運用されていても、その効果は小さなものとなっていたことが分かる。よって、

国土交通省の方式で百年に一回の雨量を二〇〇二年七月洪水に当てはめて引き伸ばしを行え

ば、揖斐川・万石地点の洪水ピーク流量は、計画高水流量三九〇〇立方メートル／秒を大きく

上回ると思われる。そこで、百年に一回の雨量を二〇〇二年七月洪水に当てはめて、洪水流量

の引き伸ばし計算を行った結果（揖斐川・万石地点およびその他の基準点・流量観測点の毎時

流量）を踏まえ、前記指摘に対する政府の所見を明らかにされたい。 
３ 前項の結果、揖斐川・万石地点の洪水ピーク流量が計画高水流量を大きく超えることになれ

ば、今回の徳山ダム事業実施計画が依拠した揖斐川治水計画は破綻することになる。その場合、

揖斐川治水計画を白紙に戻す必要があると思われるが、政府のご見解を伺いたい。 
答弁 

四の２及び３について 
平成十四年七月の洪水については、木曽川水系工事実施基本計画の対象洪水とはされておらず、

お尋ねの計算を行っていない。なお、平成十四年七月の洪水実績について、洪水調節容量等の見

直し後の徳山ダム及び横山ダムによる洪水調節効果を試算すると、揖斐川の基準地点である万石

において流量を毎秒約六百立方メートル減少させる効果があるものと推定される。 
 

質問 
４ 従前の揖斐川治水計画には、次の問題点が指摘されている。第一に、百年に一回の洪水流量

（基本高水流量）（万石地点六三〇〇立方メートル／秒）が、実績流量から見て過大であるこ

と。第二に、上流域の人工林の間伐を全面的に進め、山の保水力を高めれば、洪水流量をより

小さな値にすることが期待できること。第三に、河道整備後の揖斐川の洪水流下能力が過小評

価されていること。よって、計画どおりに河道整備及び河川改修を進め、同時に人工林の間伐

を全面的に推進すれば、徳山ダムなしで百年に一回の洪水に対応することが可能であるとの指

摘もあるが、政府のご見解を伺いたい。 
 
 右質問する。 
答弁 
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四の４について 
徳山ダムは、木曽川水系工事実施基本計画において揖斐川の洪水調節のために必要な施設であ

ると位置付けられており、徳山ダムの建設は、揖斐川沿川住民の生命及び財産を守るための抜本

的な治水対策として不可欠なものであると考えている。 
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